
















　本稿は、₂₀₁₂年 ₃ 月 ₄ 日に立命館大学法科大学院で開催された刑事制裁・量刑研
究会および同年 ₃ 月 ₅ 日に明治大学で行われたマルコ・マンスデェルファー教授
（現ザールラント大学教授、当時はフライブルク大学私講師・弁護士）の講演の翻
訳である。本稿の原題は、Das deutsche Ordnungswidrichkeitenrecht als Modell eines 
neuen Strafrechtssystems? である。同氏は、フライブルク大学のヴォルフガング・フ
リッシュ教授の弟子であり、経済刑法、ヨーロッパ刑法、コモン・ロー研究を中心






































Mansdörfer, in: ders. (Hrsg.), Die allgemeine Straftatlehre des common law, ₂₀₀₅, S. ₂ m. w. N. in 
Fn. ₁₂ ff.
2 　BVerfGE ₅₁, ₃₂₃, ₃₂₄; ₈₈, ₂₀₃, ₂₅₇.
3 　これについては、Hefendehl, Kollektive Rechtsgüter, ₂₀₀₂だけを挙げる。
4 　この意味で、例えば、Appel, Verfassung und Strafe – Zu den verfassungsrechtlichen Grenzen 
staatlichen Strafens, ₁₉₉₈; Lagodny, Strafrecht vor den Schranken der Grundrechte – die 
Ermächtigung zum strafrechtlichen Vorwurf im Lichte der Grundrechtsdogmatik dargestellt am 
Beispiel der Vorfeldkriminalisierung, ₁₉₉₆.
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5 　Asp, in: Festschrift für Lathi, S. ₂₀₇, ₂₀₇ ff. は、そこから特殊刑法的な比例性（C [riminal]-
proportionality）の思想を展開した。
6 　Asp, in: Festschrift für Lathi, S. ₂₀₇, ₂₀₇ f. は、これを行政上の比例性（A[dministrative]-
propostionality）と呼ぶ。行政法上の比例性と刑法上の責任主義との相違については、基本
的に A. Kaufmann, in: Festschrift für. Lange, ₁₉₇₆, S. ₂₇, ₃₃ f. 並びに最近では、Frisch NStZ ₂₀₁₃, 
₂₄₉; この立場に対する批判として、Callies, Theorie der Strafe im demokratischen und sozialen 
Rechtsstaat, ₁₉₇₄, S. ₁₈₇.
7 　例 え ば、Böse, Strafe und Sanktionen im europäischen Gemeinschaftsrecht, ₁₉₉₆お よ び
Heitzer, Punitive Saktionen im Europäischen Gemeinschaftsrecht, ₁₉₉₇でこのように表現されて
いる。
8 　経済刑法としての有価証券刑法を例として、いっそう明らかに表れているこの刑法モデ
ルについて、Vogel, in: Festschrift für. Jakobs, ₂₀₀₇, S. ₇₃₁, ₇₄₅  ff.; この法的展開における経済
刑法の推進効果については、Volk, in: Festschrift für. Hassemer, S. ₉₁₅, ₉₁₅; ドイツに導入され





















別していた13。James Goldschmidt と Karl Binding は、互いに引き続いて、しかしまさ
に的確にも、独自の行政刑法という考え方を説いていた14。





11　Commission of the European Communities (Hrsg.), The System of Administrative and Penal 
Sanctions within the Member States of the European Communities, Vol. ₁の研究により、包括的な
比較法的概観ができる。
12　Klescesczewski, Ordnungswidrigkeitenrecht, ₂₀₁₀, Rn. ₉-₁₆は、とくに₁₉世紀における初期の
議論についても手ほどきとなる。
13　違警罪については、例えば、Frank, Studien zum Polizeistrafrecht, ₁₈₉₇, S. ₇ ff.
14　例えば、Goldschmidt, Verwaltungsstrafrecht, ₁₉₀₂; Binding, Die Normen und ihre Übertregung, 
Bd. ₁, ₂. Auﬂ., ₁₉₁₄, S. ₃₁₃, ₄₀₉を参照。
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15　BGBl. ₁₉₆₈ I ₄₈₁.
16　Frank, Studien zum Polizeistrafrecht, ₁₈₉₇; Goldschmidt, Das Verwaltungsstrafrecht, ₁₉₀₂; 
Rosenberg, Die Dreiteilung der strafbaren Handlungen, ZStW ₂₄ (₁₉₀₄), ₁ ff.; Hofacker, Über 
Verwaltungsstrafrecht, Verwaltungsarchiv, ₁₉₀₇, S. ₄₀₅ ff.; Mittermaier, Über den Begriff 
Verbrechen, ZStW ₄₄ (₁₉₂₄), ₂ ff.; Pechstein, Vom alten und neuen Sinn der Ordnungsstrafe, ₁₉₄₂; 
Krümpelmann, Die Bagatelldelikte, ₁₉₆₆.
17　BGBl I S. ₁₇₇.
18　₁₉₅₂年秩序違反法典における定義は、「過料」という法効果にのみ方向づけられていた。
19　これについては、BVerfGE ₂₂, ₄₉, ₈₀; ₂₇, ₁₈, ₃₃並びに学説からは Weber ZStW ₉₂ (₁₉₈₀), 






















21　この意味でまた Weigend, in: EG-Kommission (Hrsg.), The System of Administrative and Penal 
Sanctions, in the Member States of the European Communities, Bd. I, ₁₉₉₄, S. ₉₁, ₁₁₄.
22　Weigend (Fußn. ₁₁), S. ₉₁, ₁₁₄の評価も同旨である。
23　これについて詳細は、Klesczewski, Ordnungswidrigkeitenrecht, ₂₀₁₀, Rn. ₅₄ ff.
24　さしあたり、Europäischen Gemeinschaft, The System of Administrative and Penal Sanctions in 
the Member States of the European Communities, Bd. I und II, ₁₉₉₄の研究論文を参照。
25　ドイツ秩序違反法を評価するにあたり、例えば、Duff, in: Festschrift für Jung, ₂₀₀₇, S. ₈₇, 
₉₄ f. はこの側面を強調する。





























は、すでに当時から明らかであった31。秩序違反法の第 ₃ 編第 ₄ 章「事業及び企業
28　Hoffmann-Riem, in: Festschrift für Jung, ₂₀₀₇, S. ₂₉₉は、この点で「行政に導かれた科罰化
（Pönalisierung）」と言っている。
29　有価証券取引刑法を例にした手本として、Vogel, in: Festschrift für. Jakobs, ₂₀₀₇, S. ₇₃₁, ₇₄₀ ff.
30　帰属モデルとしての類型化については、例えば、Mansdörfer/Timmerbeil, EuZW ₂₀₁₁, ₂₁₄; 
Ransiek, Unternehmensstrafrecht, ₁₉₉₆, S. ₁₁₁; Theile/Petermann JuS ₂₀₁₁, ₄₉₆, ₅₀₀; 本来的な団
体刑の承認については、さらに Korte NStZ ₂₀₀₇, ₂₁, ₂₃; König JR ₂₀₀₁, ₄₂₆, ₄₂₇.
31　これに対して、例えば、§§ ₂₀ f. BlmSchG, ₃₅ GewO; ₃₅ ff. KWG に定める営業停止や、§§ 





















32　Volk, in: Festschrift für Hassemer, ₂₀₁₀, S. ₉₁₅ (₉₁₆) ま た は Rider/Falge, in: Görling/Inderst/
Bannenberg, Compliance, ₂₀₁₀ , S. ₁₈ ff.
33　秩序違反法のこの機能については、また Duff, in: Festschrift für Jung, ₂₀₀₇, S. ₈₇, ₉₆. 同じ








Festschrift für Jung, ₂₀₀₇, S. ₈₇, ₉₆.
36　制度という概念をこのように規定することは、一般に受け入れられているが、これにつ
いて、Kasper/Streit, Institutional Economics – social order and public policy, ₁₉₉₁, S. ₂₈.
37　ここで「諸制度（Institutionen）」ではなく、（おそらくより分かりやすいが、より曖昧な）
「社会秩序（soziale Ordnungen）」の語を用いる者もいる（この点で、社会秩序概念について、
Mansdörfer, Zur Theorie des Wirtschaftsstrafrechts, Rn. ₅₆₈ ff., ₅₈₂ ff. を参照）。
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38　これに関して、Duff, in: Festschrift für Jung, ₂₀₀₇, S. ₈₇, ₉₃ f. の法理論的考察をも参照。
₃₉　この点で同旨、Tiedemann, Wirtschaftsstrafrecht AT, Rn. ₅₉.
₄₀　この点で同様なのは、Arzt/Weber/Hilgendorf, Strafrecht Besonderer Teil, ₂. Auﬂ., ₂₀₀₉, § ₃₅ 


































マルコ・マンスデェルファー「新たな刑法システムのモデルとしてのドイツ秩序違反法？」   （岡上）
か、するとしたらどのようにか、という問題が浮かんでこよう。以下では、その限
りで ₃ つの重点に限定して論じることにしよう。

























ZStW ₉₈ (₁₉₈₆), ₅₇₃, ₅₇₉ m. w. N. を参照。
46　これについては、Hufen, Verfassungsrechtliche Maßstäbe und Grenzen lebensmittelstrafrechtlicher 
Verantwortung, ₁₉₈₇, S. ₃₇を参照。
47　この（費用）負担には憲法上の疑念がないことについて、BVerfG NJW ₁₉₈₉, ₂₆₇₉ (₂₆₈₀).




























Wirtschaftsstrafrecht AT, ₃. Auﬂ., ₂₀₁₀, Rn. ₆₂をも参照）。
50　結 果 責 任 の 対 話 に 向 け ら れ た 企 業 刑 法 に つ い て、 例 え ば、Schmitt-Leonardy, 
Unternehmenskriminalität ohne Strafrecht?, ₂₀₁₃, Rn. ₈₀₈  ff.
51　そのような試みについて、詳細は Mansdörfer, Zur Theorie des Wirtschaftsstrafrechts, ₂₀₁₁, 
Rn. ₅₅ ff., ₇₃₈ ff. 並びに、指導力の行使についての答責性についてとくに ders., in: Festschreft 
für Frisch, ₂₀₁₃, S. ₃₁₅  ff.
52　これについてはすでに Mansdörfer/Timmerbeil EuZW ₂₀₁₁, ₂₁₄, ₂₁₈.
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マルコ・マンスデェルファー「新たな刑法システムのモデルとしてのドイツ秩序違反法？」   （岡上）
　以上のことが明白なのは、例えば、もっとも軽微な競争法違反の場合において、
部分的には企業の存続を危ぶませる発注法上の制裁、例えば、建設工事発注契約規

























₂₀₁₁, ₂₁₄, ₂₁₈; また批判的なものとして、Trüg ZWH ₂₀₁₁, ₆.
55　秩序違反法第₄₆条および Böttcher NStZ ₁₉₈₆, ₃₉₃, ₃₉₄を参照。
56　秩序違反法第₇₇条、終結手続に批判的なものとして、Kempf StV ₁₉₈₆, ₃₆₄, ₃₆₅.
57　しかし、ドイツ法に対して基本的に批判的な立場から、Duff, in: Festschrift für Jung, S.₈₇, 
₉₃.
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筑波法政第₅₉号（₂₀₁₄）
らかである。その典型例は、例えば、道路交通における大量の違反である。過料法
で保護されている制度に対する重大な違反の場合は、区裁判所による事案の審査
（だけ）に結び付く行政の制裁権限は、もはや適切とはいえない。この典型例は、
競争違反、最低賃金規定に対する違反または行政法上の届け出義務に対する著しい
違反である。起こりうる違反に対して、立法者が非常に高額の過料を定めて制裁を
加える場合にはすべて、法治国家原理は、完全な証拠調べと専門裁判官とを備えた
実効的な手続を要請する。ドイツ法は、この点でなお発展する必要がある。実際上、
このことから、秩序違反法の規範に対する違反が、被告人に対して、刑法上制裁が
加えられる態度命令に対する同等の違反よりも、部分的には経済的に過酷になると
いう帰結となる58。
Ⅵ．まとめと結語
　秩序違反法は、一方では軽微犯罪に制裁を加え、他方では社会秩序および社会の
諸制度に対する違反に制裁を加えるという二面性をもつ制裁秩序として形成されて
きた。最後に挙げた秩序違反法のもつ第 ₂ の側面もまた、実質的に刑事刑法の下位
にあり、そこから立法者によって秩序違反法に位置づけられた。現代の秩序違反法
は、この第 ₂ の側面がなるほど支配的になっているが、その点でなお特別な手直し
が必要である。
（人文社会系教授）
58　例えば、刑法第₂₆₆a 条に対する、刑法上の制裁が科される違反（社会保障税のごまかし）
は、刑事訴訟法第₁₅₃条により他の影響なく、手続きを打ち切ることができるのに対し、最
下限の額を下回る秩序違反が競合するために過料が科され、そこから、企業にとっては存
続を脅かす、公契約からの排除へと至りうることが、しばしば問題となる。
